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Ⅰ はじめに 

石綿障害予防規則が昨年 （平成17年7月） 施行されて 

1年が経過し、 土木・建築事業においては全国規模で法規 

則に対応した取り組みが進められている。その中で、大 

分県内における土木建築事業場の石綿障害予防規則に対 

応した取り組みについて、その現状と問題点を調査した 

ので報告する。 

Ⅱ アンケート調査結果 

１．対象の事業場 

大分県内の土木建築工事業の事業場 771 社にアンケー 

トを送り、227社（回収率29.4％）から回答があった。 

２．労働衛生管理状況 

大分県内の土木・建築事業場における労働衛生管理体 

制について、「産業保健スタッフがいる」は 15％であっ 

た。また、労働者の安全と健康の確保のための計画（安 

全衛生計画等）の作成状況は、「計画を作成している」が 

35％、「作成していない」が 59％であった。また、安全 

衛生委員会の設置の有無について 「ある」 事業場が37％、 

「ない」事業場が59％であった。 

労働安全衛生管理体制の基本とも言える、スタッフの 

整備や労働安全衛生計画の作成、安全衛生委員会の設置 

等はまだ不十分であると言える。 

産業医の 「職場巡視の実施」 について、「実施している」 

事業場が8％、「実施していない」 事業場が79％であった。 

また、更に職場巡視を実施している事業場において、1 

月に1回巡視しているのは31％と少なかった。作業環境 

測定の実施について、「実施している」事業場が6％未満 

であり、「実施していない」が 88％であった。また、測 

定をしなければならない有害事業場が少ないためか、有 

害業務に係る特殊健康診断の実施についても、「行ってい 

る」が７％、「行っていない」が87％であった。 

しかし、定期健康診断は「行っている」事業場は92％ 

であり、実施率は良かった。衛生教育を「実施している」 

事業場は25％であった。その衛生教育の内容は、業種が 

土木・建築工事業であるためか、「重量物取扱」に関する 

教育（16社）が最も多く、粉じん11社となっていた。 

３．健康管理の実施状況 

（１） じん肺健康診断の実施状況等 

「じん肺法」に基づく「健康診断」を定期的に受けさ 

せている事業場は４％であり、過去に受けさせたことが 

ある事業場を入れても８％であった。また、じん肺健康 

診断を実施している事業場において、その結果について 

所轄労働基準監督署に定期的に報告している事業場は 

25％であり、過去に出したことがある事業場（19％）を 

含めても44％であった。 

粉じん作業従事者に対する「特別教育」の実施につい 

ても、「実施したことがある」事業場は４％であった。 

土木・建築工事業の事業場は、粉じん作業があったと 

しても屋外等の作業が多いために、「じん肺法」に基づく 

「健康診断」の受診率が低くなったと考えるし、また粉 

じんを取り扱う作業があっても、工事場所が頻繁に変わ 

るし、不定期で臨時の作業も多いため、粉じん作業等が 

あるという認識が薄いのではないかと考えられる。 

（２） 石綿健康診断の実施状況等 

石綿取扱業務従事者に対する定期健康診断の実施につ 

いて、「定期的に受診させている」が0.4％、「過去に特定



化学物質取り扱い従事者として受けさせたことがある」 

が1.3％であり、 受診率は極めて低かった。 これは、 土木・ 

建築工事業の中でも石綿取り扱い業務自体が専門性の高 

い特殊な業務になっているのではないかと考えられる。 

石綿取扱業務従事者に対する「特別教育」の実施につ 

いても同様であり、「定期的に実施している」 が0.9％「過 

去に実施したことがある」が6.6％と低かった。 

４．作業管理の状況 

石綿を取り扱う作業時にその場所を隔離し、関係者以 

外の「立ち入り禁止」を見易い所に表示しなければなら 

ないことを「知っている」が31％、「聞いたことはある」 

が６％（合計で37％）、「知らない」は１％であった。 

また、石綿等の切断作業等を行う際の「湿潤状態」確 

保の実施についても、「知っている」が29％、「聞いたこ 

とはある」が６％であり、「知らない」は４％であり、「立 

ち入り禁止」の表示と同様に、「知らない」が低く、無記 

入が多いことから、実際に石綿を取り扱っている事業場 

の石綿障害予防規則の認知度は高いものと考えられる。 

石綿等を常時取り扱う作業場に、作業者の人数分以上 

の呼吸用保護具を確保し、有効・清潔に保ち備える必要 

があることを「知っている」事業場は 24％、「聞いたこ 

とはある」が８％（合計 32％）で、「知らない」が７％ 

であった。また、石綿関連作業で着用した保護衣等を他 

の衣服から隔離・保護する必要があることを「知ってい 

る」事業場は 26％、「聞いたことはある」が８％（合計 

34％）で、「知らない」が６％であった。呼吸用保護具や 

保護衣類の管理についても、「知っている」と「聞いたこ 

とはある」の割合は32～34％と低かったが、「知らない」 

に比べて５倍程度あり、かつ無記入が多いことから、石 

綿取扱事業場には認知されているものと考えられる。 

５．作業環境管理の状況 

建築物又は工作物の解体、破砕等の作業を行う際、そ 

れらの建築物等に石綿が使用されているか、使用の有無 

の事前調査を行う必要があることを 「知っている」 が30％、 

「聞いたことはある」が 11％（合計 41％）であり、「知 

らない」５％に比べて多かった。 

建築物又は工作物の解体、破砕等の作業を行う際、そ 

れらの建築物等に石綿が使用されているか、使用の有無 

の事前調査を実際に「行っている」が 19％、「行ったこ 

とがある」が５％（合計 24％）であり、「行ったことが 

ない」16％より多かった。また、石綿が使用されている 

建築物等の解体作業等を行う場合、国土交通省の建築改 

修工事仕様等に基づいて、解体作業前、解体作業中、解 

体作業後（シート養生中）、解体作業後（シート撤去後） 

に気中石綿濃度の測定を実施することを「知っている」 

が 16％、「聞いたことはある」が９％（合計25％）であ 

り、「知らない」が17％であった。 

Ⅲ まとめ 

１．大分県内における石綿障害予防規則施行後の土木・ 

建築工事等の事業場における石綿対策の取り組み状 

況について行った結果、労働衛生管理の実施率につ 

いては昨年同様の調査を行った製造業に比べて極め 

て低く、今後、労働衛生に取り組むレベルを上げて 

行く必要がある。 

２．今回実施した石綿を取り扱う業務が土木・建築業の 

中でも特殊なものであったため、アンケートの回収 

率は悪く、かつ無記入の回答が多く、アンケート調 

査が不十分なものとなった。しかし、これは石綿取 

り扱い業務が特定の事業場に集中し、専門化が進ん 

でいるものと考えられる。 

３．石綿則に規制されている石綿取り扱いに関する項目 

についても、その実施率は低いものであった。しか 

し、実際に石綿の業務を行っていると思われる抽出 

した 18 事業場における評価は、「作業管理の状況」 

における質問に対して90％以上の理解を示しており、 

石綿障害予防規則は十分認知されているものと考え 

られる。 また、 実際の職場で守られているかどうか、 

実地調査（５社）を行った結果と照合しても、石綿 

障害予防規則で定める遵拠事項は守られており、石 

綿障害予防規則は普及しているものと考えられる。


